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１．はじめに 

 日本の自治体の廃棄物処理施設や小型家電リサイクル施設において、使用済リチウムイ

オン電池（LIB）を起因とする発火や火災などの事故が増加している 1,2)。特に自治体では、

不燃・粗大ごみの処理施設においてこれらの事故が急速に増加しているが、被害の全体像

や対策の効果がわかりにくく、様々な対策が費用対効果の観点で有効か判断が難しい。 

本研究では、今後の使用済 LIB 管理対策の有効性を評価する考え方と基礎情報を提供す

ることを目的とする。そのために、被害や対策の費用に関する情報を収集・解析し、被害

の全体像把握と対策の費用対効果を検討する。 

 

２．分析方法 

まず、自治体の廃棄物処理施設における LIB 起因の発火・火災等事故について、事故発

生情報を有する処理施設を2021・2022年度に訪問して、被害の発生状況（場所、原因など）

に関する情報を収集する。同時に、火災事故等の被害情報をインターネット上に公開され

ている自治体の議会議事録、予算・決算資料及び文献 3)等を用いて収集し、被害の費用に

関する内訳を整理する。 

また、発火・火災等事故防止の対策オプションを抽出し、その費用と防止効果に関する

情報を収集する。最後に、各対策オプションに関する費用対効果の算定を行い、有効性の

評価を試みる。 

 

３．分析結果 

3.1 発火・火災等事故の発生状況と被害費用 

主に不燃・粗大ごみを対象とする自治体の処理施設におけるヒアリング調査の結果、次

の内容が判明している。まず、発火・火災等事故の発生場所は、収集車両以外では不燃ご
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み・粗大ごみの破砕・搬送の工程が多い一方、残渣の保管場所も一定程度あって可燃ごみ

のピットで発生した場合は被害が大きくなる。発生件数については正確な把握が容易でな

いが、消防による消火が行われる火災の他に、規模の小さな発火等事故が日常的に発生し

ており、潜在的なリスクや頻発する稼働停止が課題といえる。事故原因の把握は容易でな

いが、調査が行われた施設の事例からは LIB 起因の割合が80～90%程度と推測される。 

また、被害費用のうち直接的な費用として、復旧費用と休止中処理費用（他自治体への

委託など）が挙げられた。復旧費用の半分程度は災害共済金で填補されるものの、残りは

自治体負担になっていることがわかった。これらについて、近年は大幅な増加傾向にあり、

見積可能なものだけで2021年度には100億円以上に達していると考えられた。加えて、算定

が困難な被害費用として、稼働に影響がないとして修繕をされない被害や、日常的な稼働

停止の影響もある。日常的な稼働停止の影響は、不燃・粗大ごみの処理費用から停止時間

分相当を試算すると、前述の直接的な費用にも匹敵する可能性があった。これらの被害費

用に LIB 起因の割合を考慮する必要があるが、LIB 起因の発火・火災等事故の被害は算定

困難なものを含めると極めて大きいということができる。  

3.2 対策オプション 

このような LIB 起因の発火・火災等事故の被害を軽減するために、モニタリング・消火

対策強化、LIB 及び LIB 取外し困難な製品の分別収集、施設内の LIB 選別強化、RFID など

を用いた LIB 自動検知・除去などの対策オプションを検討した。対策の費用は実施事例や

各種情報から収集し、イニシャル費用の部分は減価償却の考え方を適用して、不燃・粗大

ごみ単位重量あたりの費用などを算出している。また、これらの対策オプションによる効

果は発火・火災等事故の削減割合とするが、限られた事例からの推測になる部分が大きい。 

以上の様々な前提を伴う予備的な試算結果によれば、各対策オプションの費用対効果に

極端な差はないことが見込まれた。ただし、個別自治体によって取り得る対策オプション

の制約があることや、対策オプションによって資源回収に差が生じるなど、注意が必要で

ある。また、LIB 自動検知・除去については、技術的な課題、関係者の理解の必要、流通

後の LIB への対応不可などを理由として、現時点で実現可能性は非常に小さいといえる。 

 

４．おわりに 

LIB 起因の発火・火災等事故による被害の全体像把握と対策の有効性評価を試みた。対

策は急務であるが、費用対効果と責任の観点から、利害関係者を交えた議論が必要である。 
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